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1. はじめに
　近年、各国で研究データの共有（オープンデータ）が推

進されている 1）。日本においても、Society 5.0 の実現に

向けたオープンサイエンスの推進のもと 2）、各機関は研

究データの管理だけでなく、データ駆動型研究等の攻め

姿勢が求められている 3）。しかし、研究データの共有には、

倫理的問題のみならず、管理者へのインセンティブ、費

用、人材等の様々な障壁が存在し 1）、研究の透明性や再

現性の担保といった「守りの文脈」3）ですら未だ道半ばと

いう印象を受ける。今回、令和 5 年 1 月から 9 か月間、オー

プンデータ等のリポジトリを積極的に行っている米国ミ

シガン大学に滞在し、米国高齢者の晩年（Late life）にお

ける障がいのプロセスと生活状況の推移について捉えた

オープンデータの一つである National Health and Aging 

Trends Study（NHATS）を利用する機会を得たので、米国

高齢者に関するオープンデータ化の概況と、NHATS の

データ利用経験について報告する。

　なお、本稿の「オープンデータ」とは、「何の制約もなく

オンライン上から入手できるデータ」という意味ではな

く、「第三者が情報を見つけることができ、学術研究目的

に必要な手続を経れば、入手が可能となるよう整備され

ているデータ」として話を進める。

2. 調査研究データのオープンデータ化の概況
　今回の渡航後、米国高齢者の生活環境とそれに伴う課

題について広く情報収集したいと考え、関連する社会疫

学や老年学系分野のセミナーにできる限り参加した。そ

の結果、多くの研究者が各種調査研究で収集されたデー

タを二次的に利用していることが印象的であった。最

もよく用いられていたのは、1992 年から実施されてい

る 50 歳以上の米国人を対象とした縦断調査 Health and 

Retirement Study（HRS）であり、多くの若手研究者が参

画していた。HRS は、国際比較研究が可能となるよう各

国でデータ収集が行われており 4）、前述の米国に加え、

イギリス（English Longitudinal Study of Ageing：ELSA）、

中国（China Health and Retirement Survey：CHARLS）、

インド（Longitudinal Aging Study in India：LASI）等の国

際比較が積極的であった。またそれ以外にも、米国の

銃所有者に所有理由などを尋ねたインターネット調査

National Lawful Use of Guns Survey、小児と養育者を対

象とした観察・介入研究（質的データを含む）Early Head 

Start-Child Care Partnership Sustainability Study など、セ

ミナーのたびに様々な調査方法で収集された新しいデー

タベースが紹介されていた。

　社会疫学・老年学系のオープンデータの概況として

は、1962 年にミシガン大学社会調査研究所に設けら

れた Inter-university Consortium for Political and Social 

Research（ICPSR）が様々なデータを公開している 5）。

ICPSR は「社会科学に関する調査の個票データを世界各

国や国際組織から収集・保存し、それらを学術目的で二

次分析するために提供する世界最大級のデータアーカイ

ブ」6）であり、日本には ICPSR 国内利用協議会も存在す

る。更に、老年学分野に関しては、ICPSR 内に National 

Archive of Computerized Data on Aging（NACDA）が整備

され、後述する NHATS もこちらに保管されている。

3. National Health and Aging Trends Study（NHATS）
　次に、今回私が利用する機会を得た NHATS（https://

www.nhats.org/）について紹介する。NHATS の目的は、

米国高齢者の晩年（Late life）における障がいのプロセス

と生活状況の推移を捉えることにある。個人だけでなく

国レベルでの推移を捉えることを目的としているため、

米国高齢者に関するオープンデータの利用と研究の推進
～ National Health and Aging Trends Study（NHATS）データ～
一般財団法人医療経済研究・社会保険福祉協会　医療経済研究機構　研究部　主任研究員　土屋　瑠見子



24 Monthly IHEP 2023-2024 年 12・1 月号

研究部・政策推進部レポート

国全体での認知症者の割合、居住場所等の推計値の推移

が一般の人でもわかるようホームページ上に示されてい

る（図 1）。2010 年に調査が開始され、Round 1 ～ 12（2011

～ 2022 年）のデータを利用できる。研究責任者は、ジョ

ンズ・ホプキンズ大学の Jennifer A. Schrack 教授とミシ

ガン大学 Vicki A. Freedman 教授で、国立老化研究所の研

究助成で実施している。

　NHATS の調査内容にはいくつかの特徴がある。まず 1

つ目は、調査対象者のサンプリング方法である。人種間

の違いや、より高齢な高齢者に着目した分析が可能とな

るよう、アフリカ系米国人および 90 歳以上の高齢者が

オーバーサンプリングされている。一方で、米国高齢者

全体を示す数値として、代表性が担保できるよう必要な

重みづけも用意されている。2 つ目の特徴は、社会環境、

物理的環境、テクノロジー等の個人を取り巻く環境を示

す変数が豊富に収集されており、Ecological モデル 7）に基

づく研究を行う上では力強い味方になる点である。特に、

高齢者の「晩年」に着目するには、高齢者を取り巻く介護

者の状況についての情報も非常に重要であり、介護者

データ National Study of Caregiving（NSOC）を突合して

解析することも可能である。そして 3 つ目には、NHATS

は Nagi モデルに基づいて各種変数が設定されている点で

ある（図 2）。WHO により提唱されている国際生活機能分

類（International Classification of Functioning, Disability 

and Health：ICF）は 8）、Nagi モデルにおける「機能的制限」

が位置づけられておらず、例えば「下肢の麻痺（機能障害）

により歩行が困難（機能的制限）だが、歩道の整備と車い

すの利用により屋外移動（活動）や社会活動（参加）が可能

となった」といった場合に、本人に起因する「機能的制限」

と外部環境の整備によって生じる「活動（制限）・参加（制

約）」を分けて整理できない 9）。しかし NHATS データでは、

Nagi モデルをベースに変数が整理されていることによ 

り 10）、個人と外部環境とをできる限り分けて捉えられる

よう配慮されている。

NHATS から得られた推計値の推移（例：米国高齢者の年齢別居住場所割合）16）

図 1
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　実際に NHATS の利用を検討する場合に

は、NHATS トップページの「Researchers」

をクリックすると、各種資料を入手でき

る（図 3）。調査データは、項目によって 3

種類（Public/Sensitive/Restricted data）に

分けられており、詳細な年齢や人種 / 民族

等は Sensitive data、住所地や COVID-19

データは Restricted data に含まれる（表

1）。どのデータを利用する場合にも、ま

ず簡単な基本情報（名前、所属等）を入力

し、利用登録をする必要がある。更に、

Sensitive data は簡単な計画書を添付した

申請手続きが必要であり、Restricted data

NHATS 分析用の各種資料（ホームページ https://www.nhats.org/researcher/nhats に筆者が日本語説明を追記）

 

全体の構成・各項目内容、
特徴等

重みづけ、欠損値の補完
方法、等

調査票

Round 1 ～12の変数項目 調査手順・資料、等 オンライン教材

図 3

NHATS の概念モデル（文献 10）をもとに筆者が翻訳して作成）

 

環境

健康状態

（機能障がい）
心身機能・構造

移動能力、上下肢機能、
感覚機能、認知機能

適応状況
（Accommodations） 日常生活に必要不可欠な

セルフケアや活動を行う能力

独創的・生産的なコミュニティ・
社会・市民参加の程度

図 2
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の場合は Sensitive data の申請時より詳細な申請書の提

出と研究倫理審査委員会で承認を得られている必要があ

る。また承認後は、専用ネットワークを介してのみデー

タが分析できるため、2023 年 6 月時点では米国外での利

用は想定されていなかった。

4. NHATS ワークショップへの参加経験
　データの利用を促進する上では、データを正しく利用

してもらうための仕組みづくりは重要である。NHATS で

は、研究を促進するためのワークショップが定期的に開

催されており、今回そこに参加する機会を得た。本ワー

クショップは、NHATS を新たに使う大学院生、研究者、

大学教員などを対象とし、研究の始めの一歩を手助けす

ることを目的としている。参加者は、申込の段階で関心

のあるアウトカム、説明変数、対象者を決める必要があ

り、簡単な研究計画書（背景・方法を各 500 文字程度）を

提出する。参加者は、調査データの分析経験および統計

分析ソフトの利用経験が必要である。参加が承諾される

と事務局から各種システムへの登録方法、事前準備内容、

スケジュールが送付される。

　ワークショップは 3 日間で構成されており（表 2）、私

が参加した際はすべてオンラインで行われたため、数

内容 入手手順 日本での利用

Public data Sensitive/Restricted data に含まれ
ない基本的データ

名前、所属等の登録によりオンライン上から
ダウンロード 可能

Sensitive data 年齢（1 歳刻み）、詳細な人種 / 民
族等、介護者の情報（NSOC） 申請後承認されれば利用可能 可能

Restricted data 住所地、COVID-19 申請後承認されれば利用可能（申請前に倫理審
査の承認が必要、専用ネットワークを利用） 不可能

データ種類による管理状況の違い（2023 年 6 月時点）

表 1

目的：ワークショップ終了時に参加者は、
　1. NHATS のデザインと内容を理解すること
　2. NHATS ファイルの突合方法を知り、分析対象者を選択すること
　3. 分析ファイルと計画を準備できること
DAY1

10:00-10:30 オンライン教材を自己学習
10:30-11:00 イントロダクション　参加者自己紹介
11:00-12:00 参加者発表（研究計画）＋コーディネーターからのフィードバック
12:30-13:15 講義：NHATS 資料の使い方
13:15-14:00 個人作業：計画の見直し、資料の確認、データダウンロード
14:00-16:00 相談時間：自身の研究に必要な資料やデータ、変数についてコーディネーターからフィードバック

DAY2
10:00-10:30 オンライン教材を自己学習
10:30-11:45 講義：データの突合　講義：分析対象者の設定
12:30-13:15 講義：重みづけ
13:15-14:00 個人作業：分析対象者の決定、データ突合方法、メインアウトカムと重要な変数のコーディング
14:00-16:00 相談時間：対象者、重みづけ、突合方法についてコーディネーターから 1 対 1 でフィードバック

DAY3
10:00-13:30 個人作業＋適宜質問：発表スライドの作成（研究計画～記述統計）
13:30-16:00 参加者発表

ワークショップの構成（主催者の了承を得て筆者がシラバスを和訳、表を作成）

表 2
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人は国外からの参加であった。表 2 を見て頂くとわかる

通り、ワークショップは各参加者自身の研究計画のブ

ラッシュアップと分析までをサポートすることに重きが

置かれている。例えば、参加者は初日と最終日に 10 分

程度の発表をしてコーディネーターからコメントをもら

い、更に各日に相談時間が設けられ、1 対 1 で質問する

ことも可能であった。また、オンライン教材が予習課題

となっており、自己学習をした上で講義を聞くことがで

き、理解が深まるよう配慮されている。実際、筆者自身

は、2023 年 1 月から NHATS データの利用を開始し、6 月

時点ではデータ構造・内容について、ある程度独学で理

解しているつもりでいたが、対象者の設定方法、変数化

の方法等を再考する機会を得られた。そして何より、各

参加者の発表中に zoom のコメント欄に「Love your logic 

model!」、「Really interesting project!」などのコメントが飛

び交う場面は、あまり日本では経験することがなく、同

じデータを使う仲間意識を醸成する上で一役買っている

ように思われた。

5. NHATS データから得られている知見の紹介
　NHATS を用いた研究報告は、NHATS ホームページの

「Publications」というタブから検索することができる。

今回は、包括的に環境が捉えられているという NHATS

の特徴を踏まえ、これらをテーマとした研究をいくつか

紹介したい。2015 年に発表された Al-Rousan らの研究で 

は 11）、2011 年の NHATS データを横断的に用い、“ モービ

ルホーム（Mobile or manufactured house）”、つまり「ほ

ぼ完成品に近い状態まで工場で生産され、大型トレー

ラーによって設定現場までけん引される住宅」12）、に居

住する高齢者の住環境バリアについて分析している。そ

の結果、65 歳以上高齢者の 4.2% がモービルホームに居

住し、これらの住宅に住む高齢者は慢性疾患のある者が

多いにも関わらず、住環境のバリアが多く、住環境改善

の必要性が言及されている。モービルホームは、簡単な

基礎工事、安価・簡易などの理由から、第 2 次世界大戦

後などの住宅ニーズの急激な高まりに際し普及した経緯

があり 12）、日本における住宅団地等の抱える問題 13）との

類似性等も検討の余地がある。また、2022 年の Gimie ら

の研究では 14）、2015 年のデータを横断的に用い、高齢

者の公共交通機関の利用状況を調べている。その結果、

高齢者の 10 人に 1 人は公共交通機関を利用し、その約

20％が通院目的であった。また経済的に困窮している高

齢者では公共交通機関を多く利用すること、身体的に虚

弱な高齢者では歩道が壊れていると公共交通機関の利用

が少なくなることなどが示され、医学的、経済的、社会

的ニーズを満たすために公共交通機関への投資を拡大す

る必要性について言及している。またこれらの物理的環

境の他に、社会的環境に着目した Freedman らの報告で

は 15）、新型コロナウイルス感染症によるパンデミック前

後のデータを用いて、社会的つながりの変化を分析して

いる。その結果、地域居住者に比べ、高齢者住宅や介護

施設入居者では、オンラインを含め人と会う機会が週 1

回未満に減った人が有意に多いことが示され、この違い

は地域居住者ではビデオ通話などを用いた交流が続けら

れていたためと推察されている。このことから、パンデ

ミック禍においては、施設入居者におけるコミュニケー

ションテクノロジーの利用が重要であることを報告して

いる。

6. まとめ
　NHATS データは、国際共同研究が進んでいる HRS 等に

比べると歴史も浅く、認知度も低いデータセットと思わ

れる。しかし、個人を取り巻く環境に関する変数が豊富

に収集されており、Ecological モデルに基づく社会疫学

的研究に適したデータと考えられる。日本のエビデンス

を国際的に届けるためには、他国の置かれている状況を

捉えた上で日本を捉え直すことは必要な過程であり、そ

のためにこのようなオープンデータの利活用が重要と考

える。そして、調査研究データを収集する側としても、

データの共有とそれを正しく使ってもらうための仕組み

作りについて考えていきたい。
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